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弁護士法23条の 2 の照会について
はじめに
弁護士法23条 2 は、弁護士は受任事件について所属弁護士会に対し公務所又
は公私の団体に照会して必要な事項の報告を求めることができ、当該弁護士会
はその申出が適当でないと認める場合を除き、その申出に基づき照会して必要
な事項の報告を求めることができると規定する。この照会制度は、「弁護士会
照会」「23条照会」等と略称され（以下、「23条照会」という）、弁護士にとっ
ては有用な証拠収集方法になっているが、照会に対し報告（回答）がなされな
いこともあり、このような報告拒否につき、近時、照会の申出をした弁護士な
どから照会先に対し損害賠償請求等がなされる例がみられる。しかし、そもそ
も照会先に報告義務があるのか、あるとしてその根拠はどこにあるのか、必ず
しも明解ではない。そこで小稿では、23条照会における報告義務の有無、根拠
について検討し、あわせて今後の運用等についての提言を試みたい。
なお、引用文献の略記は後記の参照文献の記載例のとおり、引用裁判例は 
後記の【 】の番号による。また、照会の申出をした弁護士を「申出弁護士」
と、その依頼者を単に「依頼者」と呼ぶこととする。
論　　説
額　田　洋　一
弁護士法23条の 2の照会について
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1 　23条照会をめぐる学説、裁判例の状況
⑴　報告義務の有無
かつては義務を否定するもの（兼子 = 竹下374頁）や消極的な見解（三上 9
頁）もあったが、今日では学説の多数、裁判例とも照会先には報告義務がある
とする。
もっとも報告を求めることができるは弁護士会で、申出弁護士や依頼者には
照会先に報告を求める権限はないと解されている（日弁連 ・ 条解160頁、福原
128頁、高中115頁、升田26頁等）。裁判例も同様で、弁護士会に対して報告す
る義務であるとしている。【 7 】、【 9 】、【10】は、照会制度により利益を受け
る実質的主体が申出弁護士及び依頼者であるとするが、弁護士会に対する報告
義務であるとの結論は同じ。【13】は、弁護士法23条の 2 は個々の弁護士に情
報収集権を付与したものではないとし、【14】、【16】、【17】は、申出弁護士、
依頼者の利益は反射的利益にすぎないと明言する。
⑵　報告義務の性質
報告義務の性質については、学説は明確に述べてはいないが、後記の裁判例
はいずれも公法上の義務であるとする。
⑶　制度趣旨と報告義務の法的根拠
ア　制度趣旨
23条照会の制度趣旨について、新堂（388頁）は、「基本的人権を擁護し、社
会正義を実現することを使命とする弁護士活動の公共的性格を考慮して、その
受任事件に関し真実の発見と公正な判断を得るための重要な手段として弁護士
および弁護士会に認められたものである」とする。
裁判例も、【 3 】が「23条照会の制度は、弁護士が基本的人権を擁護し社会
（ 1 ）
（ 1 ）　もっとも、日弁連の公式見解ともいうべき日弁連 ・ 条解は、判例が報告義務を認めて
いるとするだけで、積極的な見解は述べていない（182頁）。しかし、弁護士会の実務担
当者は、報告義務がある前提に立っている（佐藤ほか、加藤、橋田等）。
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正義を実現することを使命とすることにかんがみ、弁護士が、受任している事
件を処理するために必要な事実の調査、証拠の発見 ・ 収集を容易にし、当該事
件の適正な解決に資することを目的として設けられたものであり、その適正な
運用を確保する趣旨から、照会する権限を弁護士会に付与し、個々の弁護士の
申出が23条照会の制度の趣旨に照らして適当でないか否かの認定を当該弁護士
会の自律的判断にゆだねたものと解される」として以降、いずれの裁判例も同
趣旨を述べている（【 4 】～【18】。【13】は若干簡略な表現ながら、趣旨は同
一。なお、【 2 】は弁護士会の照会権限を「法律により特に定めたもの」であ
ることを強調している）。
イ　法的根拠
この報告義務の法的根拠については明解でない。
鳥山（26頁）は、法に明文がある以上義務があることは当然であるとする
が、条文は「報告を求めることができる。」とするだけだから、当然というこ
とにはならない。
梅本［2011］（12頁）は、およそ国家の統治権に服するものは、国民の『裁
判を受ける権利』を保障するために、いかなる裁判にも協力する法的義務を等
しく負っているとしたうえで、「証拠を収集する手段として法制化しているの
は、単に当事者が証拠を収集する便宜を図る目的にとどまるものではなく、当
該事案の解明に寄与する証拠を可能な限り訴訟に登場する途を用意することが
必要であり、それによってはじめて、裁判所が有効かつ適切に判断することを
可能にし、裁判の公正を実現することができるという理念に起因すると解する
のが相当である。」とするが、観念的 ・ 理念的であるだけでなく、23条照会を
証人義務や調査嘱託と同視できるものではなく、説得力に欠ける。
裁判例では、例えば【13】は、アに述べた制度趣旨と法が報告請求の主体を
（ 2 ）
（ 2 ）　森島（24頁）は、裁判例が官公署等の報告義務を弁護士や弁護士会の公的使命によっ
て根拠付けようとしたことは両刃の剣として照会を申し出た弁護士や依頼者の現実に受
ける利益を無視することになった、と批判する。この指摘自体は正しいが、ではこれら
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弁護士会にするなど適切な運用を図るための手続が設けられていることから、
照会先は報告すべき法的な義務があるとする。しかし、制度趣旨から報告義務
が直結しないのは後に（ 2（ 1 ））検討するとおりであるし、適切な運用のため
の手続が設けられているとなぜ報告義務が基礎づけられるのかも不明である。
【 3 】は、プロバイダ責任法を参考にして報告義務を負う場合の要件を抽出
している。義務づけの根拠が乏しいために要件で絞り込みをかけているのであ
ろう。
⑷　報告義務の免除
報告義務があるとする立場も、「正当な理由」がある場合には報告を拒否す
ることができるとする点では一致する（日弁連 ・ 条解169頁、新堂389頁、高中
118頁等）。
「正当な理由」がある場合とは、「報告することによって、弁護士がその当該
事件について真実を発見し公正な判断を得るという利益に勝る他の法益が侵害
される場合」とするものが多い（日弁連 ・ 条解168頁、日弁連 ・ マニュアル12
頁、新堂389頁、高中118頁、田村17頁等）。比較衡量論である。
報告を求める必要性（日弁連 ・ 条解は、これを「公共的利益」という）と比
較される他の利益について、日弁連 ・ 条解186頁は、次のものを上げる。
①　個人の名誉やプライバシ－
②　公務員等の秘密保持義務
③　捜査の密行性
④　親書の秘密
⑤　預金者の秘密保護
⑥　円滑な職務遂行
これに対し須藤（ 9 頁）は、より積極的に、次の場合には「正当な理由」が
あるとする。
の者の個人的利益に資する制度であるにもかかわらず照会先に対して報告を強制する論
理は見えてこない。
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①　照会の趣旨や内容が不明な場合
②　前提事実が誤っていると思われる場合
③　報告を求められている情報が本人にとって特に保護すべきプライバシー
などに関する照会で、報告してよいか否か不明な場合
④　主観的意見や評価を求められている場合
⑤　報告するために膨大な労力と費用を要する場合
裁判例では、【 2 】が、正当事由の例示として、①形式的要件を欠く場合、
②照会先の職務の遂行に重大な支障を来たすとき、③報告により第三者が蒙る
不利益が報告拒否により生じる不利益より大であるときをあげる。③は結局は
比較衡量論である。
⑸　報告しない場合の効果
ア　弁護士法上の効果
弁護士法には、報告をしないことに対する制裁規定はない。
福原（129頁）は、「この報告義務は、弁護士または依頼者個人の利益を擁護
するためのものではないので、報告義務者が報告を拒否した結果、弁護士の職
務活動が阻害されることがあるとしても、そのために生じた損害を賠償する義
務まで負うものではない」として、【 1 】を引用する。
須藤も、公法上の義務にとどまる場合には当然に債務不履行になるわけでは
ないから、その法律において特段の定めがなければ原則として損害賠償責任な
どは発生しないとし（ 8 頁）、裁判所からの調査嘱託（民訴法151条 1 項 6 号、
186条）や送付嘱託（同法226条）に応じない場合に制裁規定がないこととの整
合性を指摘する（11頁）。
裁判例はいずれも、公法上の義務であることから報告しないこと（報告義務
（ 3 ）
（ 4 ）
（ 3 ）　これは、判断リスクを照会先に負わせるべきではないという趣旨にでるものであろう。
（ 4 ）　【 1 】、大阪高判昭和51年12月21日（判時839-55）は「職務の執行に支障がある場合」
をも一般的に「正当な理由」に該当するとするが、新堂（389頁）はこれを「疑問」と
する。
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違反）が直ちに民事上の損害賠償義務に直結することはないとしている。
イ　不法行為の成否
もっとも、報告しないことが一般民事上の注意義務違反にあたる場合は、損
害賠償義務を負う可能性がある。
小野寺（136頁以下）は、報告拒否による損害賠償義務の成否については、
①権利 ・ 法益侵害といえるか、②報告義務についての見解の相違など相手方の
主観的事情をどの程度考慮するか（過失）、③損害は慰謝料に限定されるか、
という問題があるとし、損害は精神的損害ないし無形的損害（慰謝料）が認め
られる、回答を得る利益は一種の人格権であるとするが、この侵害が財産的損
害に結びつく可能性はほとんどないともいう。
裁判例も、一般論においては不法行為の成立の余地を認めるものが多い。 
しかし、実際の裁判例には損害賠償を認めたものはほとんどない。わずかに
あっても（【 4 】、【 7 】、【 9 】）、【 4 】を除き上級審で覆されており（【10】、
【11】）、判例雑誌に紹介されたものを見る限り高裁段階で損害賠償を認めたも
のはない。裁判例は、報告しなかったことにつき違法性がない、あるいは過 
失がないとして（但し、【10】は損害論で否定）損害賠償義務を否定してい 
る。須藤は、23条照会は「あくまでも一方当事者のための情報収集手段に過ぎ
（ 5 ）
（ 6 ）
（ 7 ）
（ 8 ）
（ 5 ）　これに対し、【11】は照会先は依頼者に対し私法上の報告義務を負うものではないと
し、【16】は報告は依頼者に対する法的義務ではないとして不法行為の成立を否定す
る。【19】も、依頼者には報告を求める法律上の利益がないから照会拒絶によって法律
上の利益の侵害がないとして不法行為の成立を否定している。
（ 6 ）　【 4 】は、遺言執行者に対し遺言執行内容の報告を求めたものであり、23条照会によ
らなくても、そもそも相続人に対し報告義務（民法1012条 2 項、645条）を負う事案で
あった。
（ 7 ）　【 3 】は上記のとおり要件による絞り込みをしたうえで、苦心惨憺して過失を否定し
ているが、報告する法的義務があるとした場合の具体的事案の解決にあたる裁判所の苦
悩を見る思いがする。
（ 8 ）　森島（33頁）は、裁判例のこのような傾向を強く批判し、過失については、最近の学
説は、①損害が発生する可能性の大きさ、②予見される損害の大きさ、③損害回避措置
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ないものであり、裁判所が関与しないで利用されているものであるから、その
ような弁護士会照会に裁判所が強制力を与える結果となるようなことには、慎
重にならざるを得ない。」（16頁）というが、まさに、裁判所は慎重な姿勢を示
しているといえる。結果として損害賠償という制裁を科さないということは、
「法的義務がある」と言っても、照会先の負担において報告を強制するだけの
法的根拠が乏しいことが自覚されているためではあるまいか。
⑹　報告したことによる照会先の責任－情報主体との関係
23条照会は個人情報保護法23条 1 項 1 号の「法令に基づく場合」にあたるの
で、照会先がその保有する第三者の個人情報を報告しても、同法に違反するこ
とにはならない。
他方、照会先が報告したことによる情報主体に対する損害賠償義務を認めた
最判昭和56年 4 月14日民集35巻 3 号620頁（以下、「56年最判」という）を前提
とすると、報告すべきでないのに報告した場合には損害賠償義務を負担するこ
とになる。
2 　制度の問題点等と私見
⑴　制度趣旨と報告義務について
制度趣旨について、学説も裁判例も、弁護士の職務が公共性を有することか
（ 9 ）
をとるために費やされる利益の価値、という 3 つの因子の① ・ ②と③を衡量して、① ・
②の評価が③に対する評価に優越すると判断できる場合に、結果回避義務あると判断し
ているとしたうえで、報告拒否によって依頼者の権利 ・ 法益（情報の必要性、重要性①
と②の因子）を侵害するリスクと、報告した場合のコスト（守秘義務違背③の因子）の
衡量と、基本的には同じであるとする。しかし、上記のような結果回避義務の衡量は、
公害事件のように営利活動によって他人に損害を与えた場合にあてはまる議論であっ
て、照会に対して負担だけで負う23条照会に妥当する議論ではない。
（ 9 ）　最近でも、大阪高判平成26年 8 月28日（判例タイムズ1409-241）は、そもそも弁護士
会がした照会自体が必要性 ・ 相当性を欠く不適切なものであったとして、照会に応じて
報告した照会先に対する情報主体からの損害賠償請求を認めている。
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ら特に弁護士に証拠集方法を認めたものと説明する。なるほど、弁護士は「基
本的人権を擁護し、社会正義を実現することを使命とする」もので、その職務
は公共的性格を有する。しかし、それはあくまで制度論であり、個々の事件に
おいては弁護士は依頼者の－「公正な」という歯止めはあるが－利益を追求す
るのであり、そのための手段として照会制度を利用している。一般的に公共的
性格があるといっても、そのことは、個々の事案において照会先の負担におい
て報告を義務づけることに直結しない。根拠としては、説得力がない。
また、裁判例は照会するか否か弁護士会の自律的判断に委ねられ、濫用的照
会が排除されていることをあげるが、濫用に歯止めがあることが他人に対する
義務付けの根拠になるものではない。
照会先に対する義務付けの根拠は、理論的にはなはだ薄弱であるといわざる
を得ないのである。
⑵　制度自体の問題点
他方で、根拠論とは直接関係がないものの、仮に報告義務があるとした場合
に、照会制度自体に次のような問題点がある。このような問題点は照会先に対
し報告を強制する正当性を疑わせるものといえよう。
①　照会によって得られた資料のすべてが訴訟に上程されるわけではない
上述のとおり弁護士の職務が公共性を有するゆえに弁護士に特別の証拠収集
手段を与えたと説明される。なるほど、証拠収集手段が充実すれば真実の解明
に資することになり、公正な裁判の実現という公益的利益にもかなう。しか
し、個々の事件においては、弁護士は照会によって得た資料を自己の依頼者の
（10）
（11）
（10）　升田（24頁）は、照会の前提となる弁護士の申出は私的な紛争を自己に有利にするた
めに利用される、とする。
（11）　この点に関し、梅本［2011］（12頁）は、「おおよそ国家の統治権に服するものは、国
民の『裁判を受ける権利を保障するために、いかなる裁判にも協力する法的義務を等し
く負っている』として証言義務等と対比する。しかし、23条照会は裁判自体の営みでは
ないし、裁判のような国家権力の発現でもない。後述するように照会で得られた資料が
裁判に上程される保障もない。証言義務等と同様に論じられるものではない。
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ために用いるのであり、収集した証拠も依頼者に有利な結果を導くために利用
する。しかも、照会によって得た情報のすべてを訴訟に上程する義務はなく、
依頼者に不利益な情報を訴訟に上程しないことも許されると理解されている。
そして、事件（紛争）の相手方に知られることなく情報を収集できる密行性
が、調査嘱託などの裁判上の証拠収集手段に対比したときの23条照会のメリッ
トと説明されるのである。あえていえば、不利な情報を秘匿することによっ
て、逆に裁判が真実から離れる危険性を内包するともいえる。
なお、この点に関して訴え提起前の証拠収集手段として23条照会の機能強化
が論じられることが多い。しかし、密行性を維持しながら強化をいうのは無理
ではないか。密行性を前提としながら、真実発見＝公共的利益を根拠に報告義
務があるというのは、俗に言う「いいとこ取り」である。証拠収集機能の強化
を言うなら、収集した資料はすべて開示されることとしなければ、明らかにバ
ランスを欠く。
②　照会先の立会権や反論権が保障されていない
裁判上の照会制度や文書提出命令と同列に同様に論じることができないゆえ
んである。この点も、①の問題とあいまち、「裁判の公信力を高めかつ公正な
裁判の実現を図る」といえるのか、という疑問を生む。
なお、この点に関連して、須藤（10頁）は、照会を求める情報の主体に全く
手続保障が与えられていないことは大きな問題であるとする。指摘はそのとお
りだが、例えば文書提出命令においても、提出を求める文書に記載された情報
の主体にまで反論権等が保障されているわけではない。
③　照会の相当性 ・ 必要性の判断の透明性の担保
照会の相当性 ・ 必要性について、必ずしも厳格な審査を経ているわけではな
いという指摘がある（須藤14頁）。これに対し、弁護士会側からは東京、大阪
の弁護士会をはじめとして相当数の弁護士会で専門の審査担当者（弁護士）を
（12）
（12）　たとえば、銀行の稟議書に顧客の信用情報が記載されている場合の当該顧客など。
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置き、公平中立な見地に立って弁護士からの申出を審査し、必要にして相当で
あると認めたものについて、照会を実施しているとの反論がなされている（佐
藤ほか23頁）。なるほど、ほとんど場合は公平中立な判断がなされていると思
われるが、それでも一定割合で報告がなされないケースがあるということは、
照会先が弁護士会の判断が妥当でないと考えたケースがある可能性を示すので
あるまいか。「公平中立」といっても弁護士として「感性」が入ることは否め
ないのであり、裁判上の調査嘱託等と同列には論じることができない。
また、審査担当者は、事案ごとに具体的な利益衡量を行い、照会の必要性 ・
相当性の判断をしなければならない制度になっているとの反論があるが（佐藤
ほか24頁）、審査担当者には照会先の事情はわからないのだから、利益衡量に
も限界がある（なお利益衡量によるリスクを照会先に負担させることが問題で
あることは後述）。
④　照会できる場合が無限定である
弁護士法23条の 2 は、照会申出が「適当でないと認めるとき」は申出を拒絶
できるとするだけで、文理上は照会できる場合にそれ以上の限定はない。しか
し、照会、即報告義務ありとなると報告義務の範囲が無限定に広がる。もっと
も、弁護士会側もこの点を意識して、後述するように、照会には「必要性 ・ 相
当性」が必要であるとしている。
（13）
（14）
（15）
（13）　加藤によると、専門の審査機関（調査室、委員会、嘱託等）を設置している弁護士会
は、東京、第一東京、第二東京、横浜、仙台、愛知県、大阪、福岡県、札幌、釧路、福
島県、新潟県、山梨県、静岡県、滋賀、広島、山口県、島根県、長崎県、佐賀県、鹿児
島県、沖縄の各会とのことである。
（14）　日弁連 ・ マニュアルの論調は日弁連 ・ 条解に比べ、申出弁護士の立場に傾倒した印象
を受ける。審査担当の弁護士が申出弁護士の「熱意」に引きずられることが皆無とは言
い切れまい。現に、注 9 記載の大阪高判の事案（税理士法人に対し、特定人の確定申告
書及び総勘定元帳の写し等の送付を求めた事案）のように、ごく最近においても弁護士
会がした照会自体が不適切であるとされた事例があることは留意されなければならない。
（15）　しかしながら、最近の例をみても、【19】及び【20】は専門の審査機関を置く大規模
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⑶　正当理由に関する比較衡量論について
「正当な理由」の判断は、上述のように、照会の公共的利益と回答すること
によって危険にさられる利益との比較衡量の問題であるとされる（新堂389
頁、高中118頁、【 7 】等）。
一般的にはそういえるとしても、照会を求める具体的な事件における「公共
的利益」が明らかでない。比較衡量としては意味をなさない基準である。そし
て、56年最判の存在を前提にするかぎり、照会先は報告しなければ依頼者等に
対し損害賠償義務を負う余地があり、報告したら情報主体に対し損害賠償義務
負う可能性があるため、紹介先に報告すべきか否かの判断リスクを負わせるこ
とになる。紛争当事者でない照会先にこのような判断リスクを押しつけるの
は、極めて不当といわざるを得ない。
この点につき、佐藤ほか（26頁）は、照会の必要性と相当性について弁護士
会が判断したのだから、責任は弁護士会にあり照会に応じた照会先にはない。
本人（情報主体）から照会先に損害賠償請求が起こされた場合、照会先から訴
訟告知があれば弁護士会は照会先側に補助参加することになると思われる、と
（16）（17）
弁護士会が個人信用情報機関に照会した事案であるが、特定人（依頼者の債務者）に関
する「登録情報（本人による登録情報開示の申込みがあった場合に回答する全ての事
項）」という無限定の照会がなされたようである。
（16）　三上は、照会先に比較衡量を求めるのは本末転倒であると批判する（10頁）。これに
対し、梅本［2012］（35頁）は、「弁護士会による報告請求に理由が認められるか否か
は、弁護士か照会を受けた弁護士会が、その申出につき相当であるか否かを判断するの
であり、弁護士会から報告請求を受けた金融機関において、もしくはその金融機関の顧
問弁護士が判断すべきことではない」というが、56年最判を前提とする限り、照会先は
報告するべきか、報告してはならないのかという判断に迫られるのであり、「顧問弁護
士が判断することではない」というのはまったく的外れな批判である。批判すべき対象
は56年最判であり、必要性 ・ 相当性を吟味せず照会をした弁護士会、照会で得た情報を
依頼者に流した申出弁護士、さらには弁護士会ではなく照会先を標的にして損害賠償請
求をした弁護士である。
（17）　【 6 】は、比較衡量が困難であったから報告拒絶に正当理由があるとした。
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する。制度論としてはまったく賛同するが、しかし、このような考えに弁護士
業界のなかでコンセンサスが形成されているとは到底思えないし、そもそも訴
訟が提起されること自体が照会先にとっては大きな負担である。制度論を論ず
るなら、照会先を比較衡量によるリスクから開放する方策を考えるべきである。
⑷　報告義務についての私見
以上見てきたとおり、報告義務の根拠はきわめて薄弱である。報告を求める
強制力を肯定するには⑵で述べた問題点が克服されなければならないと考える
が、弁護士会や学界から有効な説明がなされているとは思われない。強制力あ
る法的義務とすることは到底できないであろう。これを「協力義務」と言おう
が、報告しないことにつき制裁のない「公法上の義務」と言おうが実質的に違
いはなく、要は、制度として、弁護士会は照会する権限があり、それに対応し
て照会先は報告するべきである（その報告は法律に根拠のあるものである）、
という以上の意味を持たない。
このように考えると、実務的には、（a）弁護士会はどのような場合に報告 
を求めることができるのか（必要性 ・ 相当性の判断）、（b）照会先に報告して
もらうためにはどのようにしたらよいのか（制度設計）、という点が重要にな
る。以下、この 2 点について考えてみる。
3 　照会の必要性と相当性
⑴　要件としての必要性と相当性
弁護士会は、照会申出が「適当でない」と認めるときはこれを拒絶できる
が、現在の運用では、「必要にして相当であると認めたもの」について照会が
実施されているとのことである（佐藤ほか23頁、加藤35頁）。より積極的に照
会の要件を絞っているのであるが（この点は、大いに評価したい）、弁護士会
（18）
（19）
（18）　升田25頁。
（19）　報告義務を基礎づけるために必要性 ・ 相当性を要件とするのであろうが、必要性 ・ 相
当性を持ち出すことは照会ができる機会 ・ 範囲を限定することになる。広く照会できる
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の実務担当者は必要性 ・ 相当性を報告義務を導く要件と考えているようである
（加藤35頁）。
⑵　必要性 ・ 相当性の内容
ア　必要性
照会の必要性とは、（a）23条照会によって得ようとする情報自体の必要性
と、（b）23条照会によることの必要性が考えられる。
（a）については、照会申出をする弁護士としては常に必要性があり、必要と
考えるから照会申出をしているのである。しかし、照会事項は、客観的に照会
の目的を達するうえで必要な範囲に限られるというべきである。さらに、照会
事項が前科など極めて高度なプライバシーに係わる事項である場合は、照会事
項が当該訴訟等において必要不可欠な資料であることを要するというべきであ
る。
（b）の点は、照会先の守秘義務や業務上の支障などが問題にならないかぎり
は、他に適切な情報収集手段がないことまでは必要ないというべきであろう。
ただし、照会先が他に適切な収集手段があることを理由に報告を拒絶すること
は報告義務違反にはならないというべきである。
（20）
（21）
（22）
ようにするには必要性 ・ 相当性を緩やかにしたほうがよい。結局、報告義務があるとし
て照会の機会 ・ 範囲を限定するか、報告は法的義務ではないことを承認して広く照会で
きるようにするか、制度設計の問題だと思われる。
（20）　【 3 】（銀行に対し顧客情報を照会した事案）は、照会先が報告義務を負う要件とし
て、①依頼者の権利 ・ 法的利益が侵害されていることが明らかに見えること、②開示を
求める必要性 ・ 正当事由があること、③銀行に対し顧客情報の開示を求めるほかに適当
な方法がないことをあげる。
（21）　加藤（35頁）はまた、「『照会を求める事項』が個人の高度な秘密事項に係わるとき
は、①当該秘密の性質及び法的保護の必要性の程度、②当該個人と係争当事者との関
係、③報告を求める事項の争点としての重要性の程度、④他の方法によって容易に同様
な情報が得られるか否かといった事情を総合的に考慮して、『照会の必要性 ・ 相当性』
を判断しなければならない。」とする。
（22）　近衛（15頁）は、申出理由との関係で合理的範囲内で報告義務を負うとする。
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イ　相当性
相当性についても、（a）照会事項自体の相当性と、（b）23条照会によること
の相当性が考えられる。
（a）については、①漠然とした質問、②意見や評価を求める質問、③新たな
調査を必要とする質問などは、相当性がない。23条照会の趣旨は事案解明のた
めの訴訟資料の収集にあるから、対象は「事実」に限られる。また、紛争当事
者でない照会先に対して照会を求めるものである以上、照会先の手元にある資
料の限度で報告できることを前提としているからである。なお、佐藤ほか（25
頁）は上記③のほかに報告するために膨大な労力と費用を要する照会も相当性
がないとする（須藤も同様）。指摘は妥当であるが、費用の点については、後
述のとおり申出弁護士 ・ 依頼者の側による費用負担が制度化されるなら問題は
なくなるであろう。
（b）の点は、必要性（b）に吸収される。
⑶　必要性 ・ 相当性と正当理由の関係
報告義務を肯定する立場からも、必要性 ・ 相当性がない照会に対しては報告
義務は生じないとされる。他方、報告しないことに正当理由があるときは報告
義務はない。いわば、必要性 ・ 相当性を請求原因としたら、正当理由は抗弁に
なる関係にある。
しかし、正当理由の判断も照会の必要性等との総合的な比較衡量とされるか
ら、両者は表裏の関係であり、守秘義務など正当理由にあたる類型的な事由は
必要性 ・ 相当性の判断に取り込まれることになる。
あえていえば、必要性 ・ 相当性は、まず弁護士会がもっている情報だけで判
断され、正当理由は照会先が持っている情報も判断要素に加わる。ただ、照会
（23）
（24）
（25）
（23）　司法研修所『 5 訂　民事弁護における立証活動』日本弁護士連合会（2010年）。
（24）　例えば、須藤（ 9 頁）は正当理由に照会の趣旨や内容が不明な場合、前提事実が誤っ
ていると思われる場合などをあげるが、これは相当性の問題といえるし、高中（117頁）
は、照会事項が名誉 ・ 信用等の権利を侵害する場合は「適当でないとき」にあたるとす
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先に判断リスクを負わせるべきではないから、最終的には、弁護士会の照会に
応じた以上、報告したことにつき照会先には責任なし、としなければならない。
⑷　正当理由の内容
上述のとおり、正当理由の判断は、第一次的には弁護士会の必要性 ・ 相当性
の判断に取り込まれる。正当事由の具体例は上記の日弁連 ・ 条解及び須藤の指
摘事項でよいであろう。以下、問題になりそうな事項について検討する。
ア　守秘義務
照会先が情報主体に対し守秘義務を負う場合は、原則として「正当理由」に
なる。
ただ、情報自体の必要性が高い場合や他に適切な収集手段がない場合には、
照会の要請が高まる。このような照会の必要性と守秘義務の衝突の問題につい
ては、文書提出命令に関する最決平成19年12月11日（民集61巻 9 号3364頁）の
判断が参考になる。この判例は、銀行に対する文書提出命令で銀行が顧客に対
して守秘義務を負うことが提出義務を免れる根拠（民訴法220条 4 号ハにいう
197条 1 項 3 号の「職業秘密」）になるかが争われた事案であるが、最高裁は、
文書上の情報の主体たる顧客自身が提出命令の基本事件たる民事訴訟の当事者
として開示義務を負う場合には、当該顧客は上記顧客情報につき金融機関の守
秘義務により保護されるべき正当な利益を有しないと判断した。これにならえ
ば、情報主体が依頼者との関係で開示義務を負う場合は、照会先の守秘義務は
「正当理由」とはならない、と言えようか。
（26）
（27）
る。現に、加藤（35頁）は、個々の照会における必要性 ・ 相当性の判断には具体的な利
益衡量が必要であるとしている。
（25）　照会先が有している情報をもとに、照会先の判断で報告をしなければ正当事由の判断
になり、照会先がその情報を弁護士会へ提供してその資料をもとに弁護士会がさらに判
断をすれば必要性 ・ 相当性の問題になる。弁護士会が再考の結果、必要性 ・ 相当性なし
と判断したときは、照会を取り下げるのが妥当である。いつまでも照会先をして「照会
を受けた状態」にしておくことは妥当でない。
（26）　照会先が誤った報告をして損害を与えた場合は、また別の問題である。
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イ　照会先の営業秘密
照会事項が照会先自身の営業秘密に係わる場合、あるいは直接の照会事項は
第三者に関する情報でもそれを明らかにすることによって照会先の営業秘密が
明らかになる場合には、「正当理由」にあたるというべきである。
ウ　照会先の業務への支障
報告することによって照会先の業務の遂行に支障を生じる場合も正当理由に
あたるというべきである。この点に関して注目されるのが【20】の判断であ
る。この裁判例は、個人信用情報機関に対し特定人（依頼者の債務者）に関す
る「登録情報（本人による登録情報開示の申込みがあった場合に回答する全て
の事項）」という照会がなされた事案のようであるが、裁判所は、当該照会が
一般的 ・ 探索的に情報の開示を求めるのに対し、照会先が情報を開示すると情
報の目的外使用になり、「個人情報機関の運営に支障が生じ、ひいて個人信用
取引の在り方にも影響を与えかね」ず、影響が甚大であるとして、報告拒絶に
正当理由があるとした。
エ　事務の負担等
報告するにつき多大な労力を有し、あるいは照会先の陣容や業務の繁閑に照
らして事務の負担が過大である場合は、一応「正当理由」になろうが、必要性
との総合評価である。この場合は、守秘義務よりハードルは高くないと言えよ
う。
（28）
（27）　なお、【12】は、「国民の実効的な権利救済のために照会事項についての報告が不可欠
であり、他方で報告することにより照会を受けた公務所又は行使の団体に重大な不利益
を生じない場合には、金融機関が守秘義務を負う事項であっても、当該事項について報
告義務を負う」とするが、権利救済の必要性が何ゆえに守秘義務を凌駕するのか説明が
ない。やはり、情報主体と権利救済を求める主体（依頼者）との関係性に依拠するしか
ないであろう。
（28）　例えば、銀行に対してその顧客に対する「自己査定の内容」を照会事項とした場合、
当該銀行の査定の「手法」（これは営業秘密というべきである）が明らかになるおそれ
がある（文書提出命令に関する最決平成20年11月25日民集62巻10号2501頁参照）。
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⑸　必要性 ・ 相当性の具体的な判断－照会が想定されるケース
ア　23条照会が利用される場面
佐藤ほか26頁は、23条照会が利用される場面を次のように整理する。
①　訴訟提起に先立ち、ⅰ相手方の特定や、ⅱ訴訟の成否等訴訟等の裁判手
続の前提となる資料の収集
②　訴訟の係属中における証拠収集
③　債務名義取得後に強制執行の準備としての財産調査
①ⅱは収集した資料を検討した結果訴訟を断念する方向に向かうこともあ
り、②と完全に一致するわけではないが、基本的には訴訟資料の収集であり、
②と同じ範疇である。①ⅰは訴え提起自体の可否に直結する（勝敗以前の問
題）ので、①ⅱとは大きく異なる。
そこで、以下、①ⅰ（相手方の特定）、①ⅱ＋②（証拠等の収集）、③（財産
調査）の各場面を縦糸に、報告を求める事項を横糸に検討する。
イ　相手方の特定のため
訴訟の相手方となるべき者が何者か不明で特定できない場合、あるいは何者
か輪郭はつかめているがその氏名、住所が不明の場合に、氏名、住所等を照会
するケースである。例えば、次のようなものが考えられる。
・ 転居届けに記載された転居先住所（郵便局に対し）
・ 電気、ガスなどのライフラインの契約者名義（電力会社、ガス会社等に対
し）
・ 飲食店の営業許可名義（保健所に対し）
・ 預金の契約者（銀行に対し。いわゆる闇金などで振込口座だけは分かって
いるが、その口座を保有する者の氏名、住所等が不明な場合）
・ 携帯電話の契約者（電話会社に対し。同じく闇金などで電話番号だけわ
かっていて契約者が不明の場合）
相手方が特定できないと訴訟等を提起できないので、照会の必要性は一般的
にはある。他方、氏名 ・ 住所等もプライバシーの一部であり、照会先にとって
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は顧客のプライバシー保護、守秘義務と衝突する。情報主体（相手方）として
は、訴えを起こされるのは仕方ないとして、訴え提起のために住所を教える必
要があるのか、ということになる。
しかし、氏名 ・ 住所等は社会生活を営む上で一定の範囲では開示することが
予定されている。開示しないのは、無関係な人間から接触を受ける煩わしさを
回避するためであろう。そうであるなら、相手方と一定の関係性を形成した 
以上、その関係性から訴訟の必要を生じた場合は、信義則 ・ 条理上相手方に氏
名 ・ 住所等、訴訟を提起するうえで必要な情報を開示する義務があるといえよ
う。そこで、上記の一定の関係性等（①依頼者と情報主体との間で訴訟の基礎
となる関係性があること、②その関係性から訴訟の必要性を生じていること、
③住民票、登記事項証明によるなど通常の方法では判明しないこと）が明らか
にされれば必要性 ・ 相当性が肯定される。
ただし、ＤＶ加害者 ・ ストーカーなどが訴訟を口実に住所を探ろうとしてい
る場合もあり得るとの須藤（ 9 頁）の指摘は検討を要するが、一般的抽象的な
危惧で報告できないとしたら、およそ報告できる場合はなくなる。もちろん申
出弁護士において慎重に判断することが第一であるが、被害者側から情報の管
理主体（照会先）へ非開示の申出がないかぎり上記の基準で報告することはや
むを得ないところと思われる。
ウ　証拠等の収集
ア　照会事項
証拠収集のための照会としては、次のようなものが考えられる。
　 ・ 遺産分割や財産分与のための預金、保険の内容の把握
　 ・ 病状、後遺症の把握のためのカルテ、看護記録等
　 ・  判断能力、生活能力の把握のための、介護保険の認定資料、介護記録等
　 ・ 刑事捜査資料
立証の必要性は、一般的には照会の必要性を肯定する。問題は照会先の守秘
義務との関係である。情報主体からすれば、訴訟当事者となっていても証拠を
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出さない自由はある。しかし、相手方が証拠を出すことは妨げられないのであ
り、文書提出義務、検証物提出義務を負担する場合もある。したがって、この
場面でも情報主体が依頼者に対し開示義務を負う場合には、照会の必要性 ・ 相
当性を肯定してよいと考えてよいであろう。
イ　特殊な問題
今日、弁護士会を始め、各種の機関、団体で相談業務を行っている。これら
相談記録について照会された場合に報告すべきか。あるいは、そもそも照会を
することは妥当か。
相談担当者が弁護士、社会福祉士等の専門職で法律上守秘義務を負う場合、
守秘義務との衝突が問題になる。また、法律に守秘義務が規定されていない場
合でも、相談記録の照会には相当性がないと考える。弁護士会の相談を想起す
れば明らかであるが、相談内容は開示になじまない。すなわち、守秘義務以前
に、相談内容が開示される可能性があると相談にあたり正しい情報が提示され
ない。相談者も秘密が守られると考えるから相談に来る。開示の可能性がある
と信頼関係が形成されない。相談業務自体が成り立たないのである。
これは弁護士が担当する法律相談に限定されない。また、相談者（情報主
体）の死後であっても同様である。正しい情報の提供、信頼関係の形成は、死
後も情報開示されない保障もあって十全となるからである。
エ　責任財産の把握
不動産、預金、保険など債務者の責任財産などについての情報であるが、債
権回収など依頼者の権利の実現の必要性を強調すれば、必要があるに決まって
いる。しかし、財産開示手続（民執法196条以下）と比較すると、無条件に照
（29）
（30）
（29）　例えば、共同相続人間において相続人が把握している遺産に関する情報、扶養権利者
と義務者の間において義務者の勤務先 ・ 収入に関する情報、事故の加害者と被害者との
間において被害者の治療、後遺症などに関する情報などが考えられる。
（30）　商工会の税務相談、行政 ・ 社会福祉協議会の福祉相談や、行政 ・ 民間の紛争解決機関
において仲裁、調停などの前提としての相談業務などがあげられる。
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会できるとするのはバランスを失する。現行法制では単に債務者というだけで
は責任財産について開示義務を負わず、財産開示命令があってはじめて開示義
務を負う。したがって、照会は、信義則上、情報主体に財産開示手続によらず
しても開示義務がある場合に限られ、①犯罪等（依頼者の請求権が犯罪など不
法性の高い行為による損害賠償請求権で、照会を求める情報が当該犯罪等によ
る収益である可能性があるものに関する場合）、②扶養料請求（依頼者の請求
権が扶養料債権で情報主体がその義務者である場合）、③誤振込（依頼者が誤
振込をして振込先の情報を求める場合）、④財産開示手続が奏功しなかった場
合などに限定されよう。
4 　制度設計についての提言
照会先（特に、守秘義務との衝突が問題になるときに）が、抵抗感なく照会
に応じることができるための制度設計として、以下のような点が考えられる。
①　訴訟外利用の禁止を明確化する
照会先は報告した場合の情報の拡散を懸念する。制度趣旨も真実の発見 ・ 公
正な裁判のためであるとするのだから、照会によって得られた情報の目的外使
用を許すべきではない。第二東京弁護士会をはじめとして各弁護士会の会規で
照会の目的外の利用を禁止している。会則の規定であるから違反は懲戒事由に
なりうる。これを厳格化するべきである。また、このような規制があることを
照会先にも十分説明する必要がある。
（31）
（31）　須藤（14頁）は、責任財産の把握のためには財産開示手続があり、それが機能してい
ないのであればそれを改めるのが筋であり、手続保証のない23条照会に代替させようと
するのは疑問であるとする。しかし、23条照会は財産開示制度が創設される前から存在
し一定の機能を果たしていたのであるから、財産開示制度が設けられたからといって23
条照会が制約を受けるのはおかしい、という反論は十分成り立つ。ただ、そうはいって
も、債務名義があるからといって直ちに財産開示手続によらず、債務者の責任財産の開
示を求めることができるとするのは、やはりバランスを失すると言わざるを得ないだろ
う。
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②　訴訟に利用しなかった場合の情報の返納ないし破棄
そもそも、真実発見に資するということが制度趣旨、報告を求める根拠とさ
れているのであるから、訴訟等に利用されなかった場合には申出弁護士が照会
結果（情報）を保有している理由がないことになる。密行的入手制度を維持す
るなら、訴訟に利用しなかった場合には照会によって得た情報の返納ないし破
棄を申出弁護士に義務づけるべきである。
③　照会先を免責する（照会先への損害賠償請求を禁じる）ことについての
コンセンサスの形成
照会した結果、情報主体から損害賠償を受けるのではないかという懸念が報
告を躊躇させる最大の原因であるから、弁護士会が照会先に対して免責を「保
証」するのみならず、情報主体が照会先に損害賠償請求等にすることに弁護士
が関与することを禁止するべきである。
この点について、橋田（19頁）は、大阪弁護士会が三井住友銀行との間で締
結した『全店照会制度』（弁護士会が有効な債務名義の存在を確認したうえで
した、本支店すべてに存在する預金の内容とその現在残高を照会するもの）に
関する協定では、「同行が照会に回答したことを理由に対象口座の預金者から
損害賠償請求を提起されたときは、同会はその訴訟追行に協力するなど必要 
かつ適切な対応をとる」と合意されているとのことであり、佐藤ほか（28頁）
は、このような訴訟で訴訟告知を受けたら弁護士会が照会先の側に「補助参加
することになろう」とするが、弁護士会が補助参加する（補助参加して弁護士
会が責任を持って訴訟追行することを明らかにすることは当然である）だけで
（32）
（33）
（32）　照会先を法的に免責するためには立法的手当をするなり、56年最判が変更される必要
があるが、弁護士会側も報告を求めるのであればできる限りの対応策を用意しておくべ
きである、という意味での議論である。
（33）　注 9 の大阪高判の事案には弁護士会は補助参加していない。訴訟告知がなされたかは
不明であるが、照会をした責任をまっとうするためには、訴訟係属が明らかになったら
積極的に補助参加すべきである。
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は十分ではなく、それ以前に照会先に対し訴訟を提起すること自体を防止する
必要がある。
また、佐藤ほか（28頁）は、「弁護士会において個別の審査のうえ、照会を
実施する以上、弁護士会照会についての一次的な責任は弁護士会にある。被照
会者が故意または重過失で誤った回答をしたような場合は別にして、被照会者
に過大な責任を負わせるべきでない」とするが、弁護士会が照会した以上、
「過大な」に限定することなく、照会先に一切責任を負わせるべきではない。
④　必要性 ・ 相当性の判断については、弁護士会が責任を負うこと
上記③の表裏の問題であるが、必要性 ・ 相当性については弁護士会の責任に
おいて判断すべきことを弁護士会の会規等において規定したうえ、照会にあ
たっては弁護士会の責任で判断ずみであることを照会先に説明することが妥当
である。
なお、弁護士会が照会を相当とした判断資料を照会先に示して説明するとい
う制度設計も考えられるが、逆に、申出弁護士 ・ 弁護士会側の守秘義務の問題
もあり、〈判断については弁護士会が全面的に責任を負う＝照会先を免責する〉
という制度設計のほうが簡明であり、報告を促しやすいであろう。
⑤　費用負担の明確化
現在でも費用の負担を要求する照会先には申出弁護士において費用（謄写料
等）を負担しているようであるが、要求の有無によって負担の有無が変わるに
は不公平であるから、照会先は費用の請求ができることを明確化し、照会先に
説明することが必要である。
（34）
（34）　照会先は弁護士会の照会に応じただけであるから、照会 ・ 報告を不当とする情報主体
は弁護士会に対して損害賠償請求等をするべきで、照会先へ矛先を向けるのは筋違いで
ある。弁護士会が23条照会は公益性に根拠を置く、照会先には報告する法的義務がある
と主張するなら、照会先に対する根拠のない損害賠償請求等に関与した弁護士には懲戒
をもって望むなど断固とした対応をとらなければ、その主張に説得力はない。
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おわりに
以上、縷々管見を述べたが、大阪弁護士会をはじめとして各弁護士会が23条
照会制度への理解を得べく金融機関等と地道に協議を重ねてきたことには、大
いに敬意を表するところである。他方、報告がなされないことに対し照会先に
損害賠償請求等の訴訟を提起することは、照会先の対応を硬直化させるだけで
ある。まして、弁護士会が原告となって訴訟を提起することは、弁護士会とい
う組織をあげて力尽くで「報告義務」を認めさせようとするようで、弁護士会
に対する敬意や信頼を失わしめることになりかねない。必要なのは訴訟による
威圧ではなく、報告を躊躇させる問題を取り除くことである。今後は、照会先
となりうる金融機関等と引き続き粘り強く協議を継続するとともに、弁護士会
として取り得る上記のような条件整備を進めていくことが望まれる。
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【 2 】 大阪地判昭和62年 9 月20日　判例時報1289-94　判例タイムズ678-200
【 3 】 大阪地判平成18年 2 月22日　判例タイムズ1218-253　金融 ・ 商事判例
1238-37
【 4 】 京都地判平成19年 1 月24日　判例タイムズ1238-325
【 5 】 大阪高判平成19年 1 月30日　判例時報1962-78　金融 ・ 商事判例1263-25
　金融法務事情1799-56　（【 3 】の控訴審）
【 6 】 東京地判平成21年 7 月27日　判例タイムズ1323-207
【 7 】 東京地判平成22年 9 月16日　金融法務事情1924-119
【 8 】 東京高判平成22年 9 月29日　判例時報2105-11　判例タイムズ1356-227
　金融法務事情1936-106　（【 6 】の控訴審）
【 9 】 岐阜地判平成23年 2 月10日　金融法務事情1988-145
【10】 名古屋高判平成23年 7 月 8 日　金融法務事情1988-135　（【 9 】の控訴
審）
【11】 東京高判平成23年 8 月 3 日　金融法務事情1935-118　（【 7 】の控訴審）
【12】 東京地判平成24年11月26日　判例タイムズ1388-122　金融 ・ 商事判例
1414-31　金融法務事情1964-108
【13】 名古屋地判平成25年 2 月 8 日　金融 ・ 商事判例1430-29　金融法務事情
1975-117
【14】 福岡地判平成25年 4 月 9 日　金融 ・ 商事判例1416-26
【15】 東京高判平成25年 4 月11日　金融 ・ 商事判例1416-26　金融法務事情
1988-114（【12】の控訴審）
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【16】 名古屋高判平成25年 7 月19日　金融 ・ 商事判例1430-25　（【13】の控訴
審）
【17】 福岡高判平成25年 9 月10日　金融 ・ 商事判例1440-39　金融法務事情
1995-114　（【14】の控訴審）
【18】 名古屋地判平成25年10月25日　金融 ・ 商事判例1443-46　金融法務事情
1995-127
【19】 東京地判平成26年 7 月22日　金融 ・ 商事判例1452-50
【20】 東京地判平成26年 8 月28日　金融 ・ 商事判例1452-50
以上
（後注）
脱稿後、報告拒否につき弁護士会に対する損害賠償責任（認容額は 1 万円）
を認めた名古屋高判平成27年 2 月26日金融法務事情2019-94（【18】の控訴審）
に接した。
